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研究成果の概要（和文）：　私立法律学校間の連携と対抗の実態を明らかにするため、専修、明治、中央、日本大学所
蔵資料の画像データベース第一次構築と、公共図書館・文書館所蔵関連資料の調査を実施した。
　その結果、第一に連携の実態として、五大法律学校連合討論会や地方法律学校の設置における法律学校間の協力、第
二に対抗の実態として、法典論争期における延期派の動向や日本法律学校の新設に関する設置反対の動き、第三にキャ
ンパス及び学生の動きとして、神田地区への法律学校の集中や地方学生の東京遊学の動向を明らかにできた。

研究成果の概要（英文）：We conducted a first-order construction of the image database of Senshu 
University, Meiji University, Chuo University and Nihon University holdings archives related to the 
private law schools and investigated related documentation at the public libraries and archives,in order 
to clarify the cooperation and competition among etween the private law schools.
As a result, firstly,we clarified cooperation among private law schools about the implementation of union 
debate by five law schools and the establishment of local law schools.Secondary,we clarified competition 
among them from activity of the people who advocated postponing the enforcementin the period of Minpoten 
Ronso and the movement to oppose the installation of Nihon Law School. Thirdly,we revealed why the law 
schools are concentrated in Kanda district and the daily lives at lodgings　of private law school 
students who came up to Tokyo from a rural area.
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１．研究開始当初の背景 
これまで我々が携わってきた私立大学の

沿革史編纂の成果により、特別監督条規・特
別認可学校規則の法的解釈、認可を受けた法
律学校が帝国大学及び文部省に対して行っ
た対応、法典論争における各機関の立場と関
係者の所論、論争の結果、学校経営や教育方
針が受けた影響の 4点が個別的に明らかにな
っている。しかしこれらには以下の課題が残
されている。 
第１に従来の研究が、個別機関の対応に焦

点を置いて行われており、他機関との比較の
視点や法曹養成という目標の下各種の連携
が行われてきたことが看過されがちであっ
た点である。第２に「民法典論争」を、フラ
ンス法の日本への継受をめぐっての純法理
論的な論争と捉えることにより、論争の直接
的な担い手である機関所属法学者や関係政
治家の所論の検討に論点が限定された点で
ある。そのため狭義の論争の範囲外にある学
生・卒業生の動き等も含めた総合的な検証が
これまでなされてこなかった。前者は、個別
大学の沿革史編纂という条件のなかで研究
が進められた背景を持つため生じた課題で
あり、後者は、論争の背後にある教育組織や
社会のダイナミズムを捨象したため発生し
た課題である。これらの課題を解決するため
に、個別大学による研究成果と収集資料を、
日本近代史全体の視点からトータルに比較
することが必要であるとの考えに至ったも
のである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、1889 年から 1895 年にかけて繰

り広げられたいわゆる「民法典論争」期を中
心に、私立法学系高等教育機関及びその関係
者間に存在した連携と対抗の実態について、
関係する大学アーカイヴズ等所蔵の資料を
横断的に電子化した上で比較活用し、明らか
にするものである。 
 
３．研究の方法 
基礎作業として、１「民法典論争」期前後

の大学アーカイヴズ所蔵資料の画像データ
ベースの第一次構築（平成 25 年）を行った。 
その上で、２「民法典論争」をめぐる連携と
対抗の実態分析を行った。内容は以下の６点
であり、班を組織して研究を行った。Ⅰ 各
機関の成立についての検証（平成 25～27）、
Ⅱ 各機関のカリキュラム・講座担当者の比
較（同）、Ⅲ 法律学校討論会と準備会の実
態（同）、Ⅳ 論争を支援する学生団体及び
卒業生組織等の動き（同）、Ⅴ 機関所属の
教員の動き（同）、そして研究期間中に新た
に加わったものとして、Ⅵ 各学校の協力実
態を知るため地方法律学校と、法律普及状況
の現地調査も課題として加えた。以上のこと
を通して法律学校の連携と対抗の実態につ
いて段階的に明らかにした。 
なお、研究の最終年度には、研究成果を総

括するシンポジウムを実施するとともに研
究成果報告書を刊行した。 
 
４．研究成果 
 平成 25 年度には「民法典論争期」前後の
専修・中央・日本・明治各大学アーカイヴズ
所蔵資料（主として学内機関誌）の画像デー
タベースの第一次構築を行った。撮影枚数は
約 25,000 コマに及んだ。また「民法典論争」
をめぐる連携と対抗に関して「３．研究の方
法」に記したⅠからⅤまでの実態分析を進め、
検証成果の一部は専修・中央・日本・明治 4
大学企画展示「近代日本の幕開けと私立法律
学校」（明治大学博物館特別展示室にて 2014
年 1月 24 日から 2月 28 日まで開催）を実施
した。 
 平成 26 年度には、前年度の画像データベ
ースの第一次構築を活用し、法典論争をめぐ
る連携と対抗に関わるⅠからⅥまでの実態
分析を進めるとともに、以下の資料調査を実
施した。①山口県山口市（担当者：研究代表
者及び研究分担者・研究協力者総員）、②同
萩市（同左）、③広島県広島市（瀬戸口）、④
島根県松江市（阿部）、⑤岡山県岡山市（村
松）、⑥和歌山県和歌山市（中川）、⑦大阪府
大阪市（研究代表者及び研究分担者・研究協
力者総員）、⑧京都府京都市（松原）。 
 ①②では、法典論争時に司法大臣であった
山田顕義及び地方に所在する法典論争関係
者の調査を実施した。③～⑧においては分担
の上、各地所在の文書館、図書館を中心に明
治 20 年代に法律学校関係者が全国に設置し
た地方法律学校の実態と、地方法律学校にお
ける法学教育の様相に関する資料所在調査
を実施した。 
 平成 27 年度には、画像データベースを引
き続き活用しながら補充調査を実施し、法典
論争をめぐる連携と対抗の実態分析を行う
とともに、前年度以降課題となっていた地方
法律学校の実態をめぐる予備調査を分担に
基づき実施した。調査先は以下のとおりであ
る。①小田原市立図書館所蔵石塚家所蔵書
籍・私文書調査（担当：研究代表者及び研究
分担者・研究協力者総員）、②会津市立図書
館所蔵会津法律学校関係資料調査（村松・瀬
戸口・阿部・松原）、③金沢市立玉川図書館
所蔵法律学校関係資料調査（中川）、④熊本
県立図書館所蔵法律学校関係資料調査（中
川）、⑤鹿児島県立図書館所蔵法律学校関係
資料調査（阿部）、⑥大分県立図書館所蔵法
律学校関係資料調査（村松）、⑦福岡県内博
物館・文書館・九州大学所蔵法律学校関係資
料調査（担当：村松・瀬戸口・阿部・松原）。 
 ①では、法政大学、中央大学等の前身校で
学んだ石塚家旧蔵書籍、書簡類から法律学校
の講義録や筆記ノート、親元への遊学生活な
どを認めた書簡などを見出すことができた。
②から⑦にかけては、各県における明治 10
年代から 40 年代にかけて設置された地方法
律学校に関する資料の残存状況とその実態



について調査を実施した。 
また研究成果を公表すべくシンポジウム

「明治私立法律学校の連携と対抗─大学史
資料の共同利用の可能性をさぐる」（2016 年
1月28日 於専修大学 全国大学史資料協議
会東日本部会との共催）を開催した。ここで
は「明治法典論争期の私立法律学校」（中川）、
「五大法律学校とは何だったのか」（瀬戸口）、
「神田学生街の形成と私立法律学校」（松原）、
「地方法律学校の分布と特徴」（阿部）、「法
律学校のカリキュラム比較」（村松）等の成
果を公表した。なおシンポジウムの記録は
『法律学校研究会講演会・シンポジウム報告
書 明治期私立法律学校の連携と対抗─大
学史資料の共同利用の可能性をさぐる─』と
して刊行した。 
これらの成果を踏まえ、今後の課題として、

明治期における法学の全国的普及や、その手
段として簇生した地方法律学校の存在につ
いて解明を深めていくこととする。 
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